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各省庁の税制改正要望に基づいて作成しています。今後の情報にご留意ください。

令和６年度税制改正の主な要望項目

法人税

賃上げ促進税制の拡充・延長

交際費課税の特例措置の拡充・延長

中小企業者等の少額減価償却資産特例の延長

中小企業事業再編投資損失準備金の拡充・延長

戦略物資生産基盤税制の創設

イノベーションボックス税制の創設

所得税

上場ベンチャーファンドへの投資促進税制の創設

生命保険料控除制度の拡充

既存住宅リフォーム特例措置の拡充・延長

資産税

法人版・個人版事業承継税制の見直し・延長

上場株式等の相続税に係る物納要件等の見直し

土地に係る固定資産税の負担調整措置等の延長

令和６年度税制改正要望の目玉の１つは「賃上げ促進税制」で、①延長期間の長期化や②赤字企業でも使
える繰越控除措置の創設などが要望されている。例年どおりのスケジュールなら、12月中旬に与党の「令
和６年度税制改正大綱」が公表される。
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賃上げ促進税制の拡充・延長

法人税

賃上げ促進税制について、次の要望がされた。
(1) 本税制措置の延長期間の長期化
(2) 中堅企業に対する支援措置の強化
(3) 中堅・中小企業を対象とした繰越控除措置の創設
(4) 仕事と子育ての両立や女性活躍支援に積極的な企業に対する控除率の上乗せ措置の創設

【出典】経済産業省資料

上記のほか、成長志向の中堅企業等の成長を支援すべく、①新たな需要獲得等に資する設備投資や②規模拡大・高付加価値化を目的とした
グループ化等を促進する措置の検討も要望された。

要望内容 ※個人事業者も同様

赤字の中小企業者等や黒字が十分でない中小企業者等
の賃上げを促進するため、税額控除額が上限を超えた
場合に、控除しきれなかった金額の繰越しを認める措置

(1)長期化

(3)繰越控除
措置の創設

(4)控除率
の上乗せ

(2)中堅企業
の支援強化
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交際費課税の特例措置の拡充・延長

法人税

交際費課税について、次の要望がされた。
(1) 特例措置について、適用期限の２年延長
(2) 物価の動向等を受け、飲食を伴う企業活動について、交際費等とならずに損金算入可能な飲食費の
　　　上限（１人あたり5千円以下）のもとでの実施が困難となってきたことを踏まえ、上限の引上げ

要望内容

(1)２年延長(2)上限引上げ

【出典】厚生労働省資料
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中小企業者等の少額減価償却資産特例の延長

法人税

30万円未満の減価償却資産を取得した場合の全額損金算入（即時償却）の特例について、適用期限の2年
延長が要望された。

【出典】経済産業省資料

要望内容 ※個人事業者も同様

２年延長
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中小企業事業再編投資損失準備金の拡充・延長

法人税

中小企業が経営力向上計画の認定を受けM&Aを実施した際、リスクに備えて株式取得価額の70％以下
を準備金として積み立てた際、積立額を損金算入できる制度について、次の要望がされた。
(1) 適用期限の３年延長
(2) 中小企業のM&Aの実態を踏まえ、手続の見直し

【出典】経済産業省資料

要望内容

認定経営革新等支援機関

(1)３年延長

(2)手続見直し
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戦略物資生産基盤税制の創設

法人税

蓄電池や半導体など戦略的に重要な物資の生産・販売量に応じて減税し、事業投資全体に対する支援を行
うため、戦略物資生産基盤税制の創設が要望された。

要望内容

【出典】経済産業省資料を基に作成

生産活動の初期段階ではなく、その後の生産・販売段階
で減税措置を講じることで、日本の産業競争力強化や
経済成長につなげる。
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イノベーションボックス税制の創設

法人税

特許やソフトウェアといった知的財産から生じる所得などに優遇税率を適用し、民間の無形資産投資を後
押しするイノベーションボックス税制の創設が要望された。

要望内容

【出典】経済産業省資料

欧州やアジア各国では既に優遇措置が導入され、
日本の立地競争力の強化が急務
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上場ベンチャーファンドへの投資促進税制の創設

所得税

スタートアップへの資金供給をさらに強化するため、諸外国の事例を参考にしつつ、非上場株式に投資する
上場ベンチャーファンドへの個人からの投資等に対する、税制上の優遇措置の創設が要望された。

【出典】経済産業省資料

要望内容
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生命保険料控除制度の拡充

所得税

生命保険料控除について、次の要望がされた。
(1)遺族保障は将来の遺族の生活費や子どもの教育費用への備えとして重要であることから、扶養する
　　 子どもの有無で区分し、扶養する子どもがいる場合の一般生命保険の最高限度額を６万円に引上げ
(2)人生100年時代を迎え、老後生活に向けた資産形成や医療などのニーズへの自助による備えが一層
　　 重要になることから、介護医療・個人年金の最高限度額を５万円に引上げ

【出典】金融庁資料

要望内容

(2)5万円に

(1)子あり
は6万円に
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既存住宅リフォーム特例措置の拡充・延長

所得税

既存住宅の耐震・バリアフリー・省エネ・三世代同居・長期優良住宅化リフォームに係る特例措置について、
次の要望がされた。
(1) 適用期限の２年延長
(2) こども・子育て政策の抜本的強化に向け、子育てに対応した住宅へのリフォームの追加

【出典】国土交通省資料

要望内容

上記のほか、住宅価格高騰や住宅ローン金利負担の増大などを踏まえ、住宅取得促進策に係る所要の措置も要望された。

(2)追加

(1)２年延長
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法人版・個人版事業承継税制の見直し・延長

資産税

中小企業の事業承継を後押しし、生産性向上・成長を支援する観点から、次の要望がされた。
(1)「承認計画の確認申請（提出）の期限（2024年3月31日まで）」の一定期間の延長
(2) 円滑な事業承継の実施のために必要な措置の検討

【出典】経済産業省資料

要望内容

(1)延長 (1)延長
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上場株式等の相続税に係る物納要件等の見直し

資産税

相続税における上場株式等の取扱いについて、次の要望がされた。
(1) 物納に係る手続について、納税者が利用しやすいよう特例を措置
(2) 上場株式等の相続税評価方法等の見直し

【出典】金融庁資料

要望内容
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土地に係る固定資産税の負担調整措置等の延長

資産税

土地に係る固定資産税について、次の要望がされた。
(1) 現行の負担調整措置の3年延長
(2) 市町村等が一定の税負担の引下げを可能とする条例減額制度の３年延長

【出典】国土交通省資料

要望内容

(1)３年延長
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その他の要望項目

法人税

・地方拠点強化税制の拡充（適用要件の緩和など）・2年延長
・オープンイノベーション促進税制の２年延長
・スピンオフの実施の円滑化のための税制措置の拡充（パーシャルスピンオフ税制の恒久化など）
・カーボンニュートラルに向けた投資促進税制の拡充（税額控除の繰越制度の新設など）・長期延長
・第三者保有の暗号資産の期末時価評価課税に係る見直し
・海外投資等損失準備金の2年延長
・リース会計基準の変更に伴う所要の措置（変更に伴う企業の負担ができるだけ生じないよう適切に措置）
・公益法人制度改革に伴う所要の措置（収支相償原則等の見直しにあたり、現行の税制上の措置を存続）

所得税

・国立大学法人等への個人寄附に係る税額控除の対象事業の追加
・学校法人への個人寄附に係る税額控除の要件の見直し
・エンジェル税制の拡充（株式譲渡益を元手とする再投資期間の要件を、同一年内から複数年に延長など）
・ストックオプション税制の拡充（株式保管委託要件の撤廃など）
・NISAの利便性向上等（金融機関変更時の手続におけるデジタル化の促進など）
・金融所得課税の一体化（損益通算範囲のデリバティブ取引・預貯金等への拡大）
・雇用保険制度等の見直しに伴う税制上の所要の措置
・小規模企業等に係る税制のあり方の検討（給与所得控除など）
・公益信託制度改革に伴う所要の措置（公益法人並みの税制上の措置を所得税・法人税・相続税等で整備）
・種類株式に係る課税上の取扱いの明確化（資金調達をしやすい環境整備のため所得税・法人税・相続税・贈与税で）

資産税 ・死亡保険金の相続税非課税限度額の引上げ（「配偶者・未成年の被扶養法定相続人数×500万円」を加算）

医療税制
・地域医療構想実現に向けた不動産取得税の優遇措置の2年延長
・改正感染症法の流行初期医療確保措置による収入の非課税措置の創設等
・国民の健康の観点からたばこの消費を抑制することを目的とした、たばこ税の税率引上げ
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その他の要望項目

土地・
住宅税制

所得税
・特定の居住用財産の買換え・交換の場合の長期譲渡所得の課税の特例措置の2年延長
・居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算・繰越控除制度の2年延長
・特定の居住用財産の譲渡損失の損益通算・繰越控除制度の2年延長

登録免許税
不動産取得税
固定資産税

・土地等に係る不動産取得税の特例措置の３年延長
・新築住宅に係る固定資産税の減税措置の2年延長
・住宅用家屋の所有権の保存登記等に係る登録免許税の特例措置の2年延長
・認定長期優良住宅・認定低炭素住宅に係る登録免許税・不動産取得税・固定資産税の特例措置の2年延長
・買取再販で扱われる住宅の取得に係る登録免許税の特例措置の2年延長
・既存住宅の耐震・バリアフリー・省エネ・長期優良住宅化リフォームに係る固定資産税の特例措置の2年延長

印紙税 ・工事請負契約書・不動産譲渡契約書に係る印紙税の特例措置の２年延長

国際課税
・国境を越えたサービスの提供に係る消費課税のあり方の見直し（プラットフォーム課税の導入など）
・経済のデジタル化等に対応した新たな国際課税制度への対応（グローバル・ミニマム課税への対応）
・外国子会社合算税制の見直し（グローバル・ミニマム課税の法制化を踏まえたさらなる簡素化）

その他

・申告・納税手続に関する制度・運用に係る所要の整備
・外国人旅行者向け消費税免税制度のあり方の検討
・新型コロナウイルス感染症に関する特別貸付けに係る消費貸借契約書の印紙税の非課税措置の延長
・再生可能エネルギー発電設備に係る固定資産税の特例措置の拡充・２年延長
・産業競争力強化法に基づく事業再編に係る登録免許税の軽減措置の見直し・３年延長
・自動車関係諸税のあり方の検討
・電気・ガス供給業の収入金課税の見直し（事業税）
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